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はじめに

　日本の消費社会については、アカデミック

な研究者のみならず、古くは感性消費や物語

消費など大手広告代理店や在野の研究者らに

よって、その特徴を表すキャッチーな言葉を

使って研究されている。その一つに、三浦展

『第四の消費社会』がある。

　三浦が現在の消費社会の特徴として挙げて

いるのは、社会志向、利他主義、シェア志

向、日本志向、地方志向である。

　第一生命経済研究所の宮木氏が述べている

ように、3.11 という未曽有の震災を経験し

た日本の社会はエシカル消費が高まったとさ

れ1、震災以降、絆という言葉が巷を席巻す

るなど人のつながりの重要性が叫ばれてい

る。これは、三浦のいう社会志向や利他主義

という特徴そのものである。

　また、シェア志向については、経済産業省

が 2018 年に実施した「シェアリングエコノ

ミーに関する実態調査2」によれば、年間取

引額は 1 兆円を超えている。シェアという新

たな所有形態が、大きな市場となりつつある

と言えるだろう。

　日本志向は、香山（2002）によってナショ

ナリズムや右傾化といった若者の兆候が指摘

されているが、批判を伴うような発現ばかり

ではなく、大量生産・大量消費の時代から衰

退に歯止めがかからなかった日本の伝統工芸

品の生産額が 2010 年以降は 1000 億円前後で

横ばい状態3を保つなど、日本人の日本にた

いする興味の増加にも表れているだろう。

　5 つめの地方志向にかんしては、総務省の

地域への人の流れについてのまとめ4による

と、地方への移住希望が約半数を占めている

ことからも、現在日本の特徴として読み取る

ことができるだろう。

　本論文は、上記のような現実の表象を主張

する三浦（2012）の説を検証することにあ

る。しかし、今回はあくまでもプレ調査であ

り本調査でないことを断っておかねばならな

い。

１調査の背景

１－１三浦（2012）による消費社会の時代区

分と変遷

　三浦は「日本における近代的な意味での消

費社会は、二十世紀から始まったと言える5」

として、日本において大衆消費社会が誕生し

たとする 1912 年から 1942 年までを第一の消

費社会としている。そして、大都市に限定さ

れていた消費社会が全国に波及した第二の消

費社会は戦後の 1945 年から 1974 年まで、続

いて 1975 年から 2004 年までは消費の単位が

家族から個人へと変化した第三の消費社会と

分類している。時代区分の最後として、2005

年から現代を経て 2034 年までを第四の消費

社会と呼び、大震災や雇用の流動化などが契
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機となって人々のつながりを求める時代が誕

生した、と彼は主張する。彼の主張は、表 1

にまとめられる。

１－２第四の消費

　では、第四の消費社会とはどのような社会

とされているのであろうか。彼は、第三の消

費社会から第四の消費社会に向けて、5 つの

変化があったと主張している6。

　第一は、個人志向から社会志向への移行で

ある。第三の消費社会の時代における感性消

費すなわち消費の多様化や個性化が人々を孤

立化させていたため、大震災や雇用の不安定

化を経て、人と人とのつながりを求めるよう

変化した、というものである。

　第二は、利己主義から利他主義への移行で

ある。つながりが求められる時代、人々は自

己の効用の最大化としての利己主義ではな

く、他者や社会に重きを置く利他主義へと意

識が広がったとされる。

　第三は、私有主義からシェア志向への変化

である。情報の重要性が増した第四の消費社

会では、物を所有することによって得られる

満足ではなく、情報を他者と共有することに

よって得られる喜びへと移行したとされてい

る。

　第四は、欧米志向から日本志向への移行で

ある。理想としてであろうが虚構としてであ

ろうが長らく大きな物語として眼差していた

欧米の文化から、エコロジーという観点の延

長線上にある日本的な生活をより消費に取り

入れるようになるとされている。

　第五は、物質的な豊かさを象徴する都会志

向から、伝統的な日本の生活様式の強まりに

伴って、自然と親しみながら暮らす地方志向

へ、人々の意識が変化したというものであ

る。

　そして山崎を引きながら、彼がその著書

『柔らかい個人主義』のなかで説いた消費社

会の限界と成熟を第四の消費社会の予言で

あったとしている。消耗から自己充足への返

還へ、ものの消耗から充実した時間の消耗

へ。

２調査の枠組みと調査結果

　本調査は、前述の三浦（2012）が主張する

消費社会の変遷に依拠しており、第三の消費

【表 1】

* 三浦（2012）p33 図表 1-8 を元に一部筆者作成



17第四の消費社会における消費意識についての一考察

社会から第四の消費社会へ移行しているかを

明らかにすることを目的とする。

　仮説 1：個人志向から社会志向への意識変

容がみられる

　仮説 2：利己主義から利他主義への意識変

容がみられる

　仮説 3：私有主義からシェア志向への意識

変容がみられる

　仮説 4：欧米志向から日本志向への意識変

容がみられる

　仮説 5：都会志向から地方志向への意識変

容がみられる

　以下では、この仮説をもとに各々の変化に

ついて考察を進める。

２－１調査概要

　本調査は、インターネット調査会社マクロ

ミルに依頼し実施された。調査期間は、2017

年 6 月 29 日～ 6 月 30 日の 2 日間であった。

調査対象は 20 歳以上の男女とし、都道府県

人口比例で全国からデータを収集し、総サン

プル数は 1660 を得た。分析には、Microsoft 

Office Excel 2016 および BellCurve 3.21 for 

Excel を使用した。

２－２調査結果

２－２－１サンプルの特性

　表 2 のとおり、男女比は 50％づつとし、

年齢分布も各 5％づつで割付けている。

【表 2】

　居住地域は表 3 のとおり、北海道・東北地

方・関東地方・中部地方・近畿地方・中国地

方・四国地方・九州地方（沖縄県を含む）か

ら、都道府県人口比例に沿ってデータを収集

した。

【表 3】

　世帯収入分布は表 4 のとおりとなってお

り、厚生労働省「平成 30 年 国民生活基礎調

査の概況」によると平均 551.6 万円であると

され、おおよそ沿っていると言えるだろう。

【表 4】

　職業は、会社員が 38.2％と最大であり、

次いで専業主婦主夫が 21.7％となっている。

【表 5】
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有意が検出されたが、個人志向の平均値は

3.594、社会志向のそれは 3.465 を示してお

り、仮説の逆という結果になった。すなわ

ち、調査当時においては社会志向よりも個人

志向の方が人々の意識として強く、個人志向

から社会志向への意識変容はみられなかっ

た。

【表 9】

** ＝ 1％有意

　つぎに、仮説 2 の各合成変数の内的整合性

については、Cronbach のα係数は 0.6 前後

となっており、少し厳しい数字となってい

る。仮説 2 の検証結果は、表 10 のように

なった。利己主義および利他主義の平均値は

それぞれ 3.736、3.143 となっており、1％有

意が得られたが、この仮説についても逆の結

果であった。利己主義から利他主義への意識

変容はみられず、利他主義よりも利己主義の

　回答者の家族構成については、既婚者が

63％、未婚者が 37％であり、子供のいる方

が 55.2％、いない方が 44.8％となっている。

【表 6】

【表 7】

　以上のようなサンプルの特性は、おおよそ

現在の日本の縮約となっているとみられ、調

査対象として代表性があるものと考えられ

る。以下では、前述の仮説検証にすすむこと

とする。

２－２－２仮説の検証

　仮説検証にあたっては、各概念についての

複数の質問に対する回答の尺度得点について

内的整合性を Cronbach のα係数で検定し、

合計値による合成変数を作成し、それらの平

均値の比較には t 検定を用いた。

　まず、Cronbach のα係数は表 8 のように

なった。

　仮説 1 の各合成変数について、Cronbach

のα係数は 0.7 前後となっており、内的整合

性を得たと言ってよいだろう。仮説 1 の検証

結果は、表 9 のとおりである。t 検定は 1％

【表 8】

【表 10】

** ＝ 1％有意
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様、本調査では注意しなければならない。表

13 は、仮説 5 の検証結果である。各合成変

数の平均値は都会志向が 3.33、地方志向が

3.59 で 1％有意となり、仮説は検証されたと

言えるだろう。

【表 13】

** ＝ 1％有意

２－２－３　探索的な分析結果

　仮説については、5 つのうち 2 つが検証さ

れた。すなわち、欧米志向から日本志向へ、

都会志向から地方志向へという、2 つの意識

変容である。しかし残念ながら、個人志向か

ら社会志向へ、利己主義から利他主義へ、私

有主義からシェア志向への 3 つについては検

証されず、それぞれの前者がより強く意識さ

れている結果となった。

　三浦（2012）では、第四の消費社会におい

て社会志向・利他主義・シェア志向・日本志

向・地方志向の 5 つの消費意識をその特徴と

主張していた。そこで、第 4 の消費社会に人

生のいつから接しているのかという意味にお

いて、この 5 つの意識が年齢によって差が出

ているのではないかと分散分析を実施した。

　まず 5 つの消費意識について、正規分布に

従っているかどうかを確認するため、正規確

率プロットと正規性の検定を行った。結果、

社会志向・利他主義・シェア志向・日本志

向・地方志向の 5 つの消費意識全て、正規確

率プロット（正規 Q-Q プロット）で直線状

にプロットされていることを視覚的に確認す

ることができたため、データは正規分布して

いると言えるだろう。また、正規性について

は、コルモゴロフ = スミルノフ検定および

シャピロ = ウィルク検定を実施した。検定

結果は、表 14 にまとめられる。各意識の全

ての P 値に 1％有意を確認できた。

方が強く意識されている。

　 仮 説 3 に つ い て は、 各 合 成 変 数 の

Cronbach のα係数が 0.5 を上回る程度で厳

しい値となっている。その上で、仮説 3 の検

証結果は、表 11 のとおりである。t 検定は

1％有意が検出されたが、私有主義の平均値

は 3.500、シェア志向のそれは 2.467 を示し

ており、これまでの仮説と同様、私有主義か

らシェア志向への意識変容はみられなかっ

た。調査当時においては、シェア志向よりも

私有主義の意識の方が強かった。

【表 11】

** ＝ 1％有意

　仮説 4 の各合成変数の内的整合性について

は、日本志向という合成変数の Cronbach の

α係数は 0.632 となったが、欧米志向のα係

数は 0.442 と非常に厳しい結果となった。質

問の仕方に工夫をもたせたり、質問数を増や

すなど、本調査では考慮すべき点である。

　その上で、仮説 4 の検証結果は、表 12 の

ようになった。欧米志向および日本志向の平

均値は 2.799、3.638 であり、1％有意を検出

した。仮説 4 の、欧米志向から日本志向への

意識変容がみられるという仮説は検証され

た。

【表 12】

** ＝ 1％有意

　仮説 5 の各合成変数について、Cronbach

のα係数は都会志向が 0.436、地方志向が

0.558 となっており、内的整合性を得られた

とは言難い値となった。仮説 4 での考察同
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間で有意な差が確認され、全て 20 代の反応

が強い結果となった。その誕生当時、小学生

や中学生であり第四の消費社会の特徴を多感

な時期から受けてきた 20 代は、他の世代よ

り人と人のつながりを求め伝統的な日本の生

活様式を好む、という傾向が読み取れるだろ

う。

　続いて、5 つの消費意識が性別、年齢、居

住地域、世帯収入、学歴、所属団体によって

差が生じるのか、母平均の差の検定あるいは

一元配置分散分析を探索的に実施した。

　居住地域については、総務省統計局「国勢

　全ての意識が正規分布に従っていることが

確認されたので、各意識において年齢による

差異を確認するために一元配置分散分析を実

施した。多重比較には、Tukey 法を行った。

分析結果は表 15 のとおりである。利他主義

と地方志向には、年齢による差異がみられな

かった。また、シェア志向においても有意な

年齢による差異は確認されなかった。

　年齢による差異で有意を示したのは、社会

志向と日本志向である。結果は、表 16 およ

び表 17 にまとめられる。社会志向について

は、20 代と 30 代、40 代、50 代のグループ

【表 14】

【表 15】

*=5％有意　**=1％有意



21第四の消費社会における消費意識についての一考察

　年齢で一元配置分散分析を実施した結果

は、表 19・20・21 にまとめられる。社会志

向において、20 代と 30 代、40 代、50 代の

各グループで有意な差がみられる。20 代は

社会への貢献を大切にし、他者とのつながり

を求めていると言えるだろう。また、50 代・

60 代以上は、20 代・30 代より日本志向の意

識が強く出ている。40 代で有意な差が検出

されなかったが、年齢が高いほど日本志向が

高いようだ。

　つぎに、世帯収入の変数を用いて一元配置

分散分析を実施した。厚生労働省の平成 30

調査7」都道府県の総人口から 500 万人以上

の都道府県すなわち北海道・埼玉・千葉・東

京・神奈川・愛知・大阪・兵庫・福岡の 9 都

道府県を都会とし、その他の 38 都道府県を

地方とおいて、母平均の差の検定を行った

が、全ての意識で有意な差は検出されなかっ

た。

　性別で差をみたところ、社会志向・シェア

志向・日本志向の 3 つの意識において有意な

差が検出された。分析結果は、表 18 のとお

りである。社会志向と日本志向は女性に、

シェア志向は男性により強い反応が出た。

【表 16】

*=5％有意　**=1％有意

【表 17】

**=1％有意
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満のグループの間で、利他主義・日本志向・

地方志向の 3 つの消費意識で有意な差がみら

れた。800 ～ 1200 万円未満のグループは 400

万円未満のグループよりも利他主義つまり他

者や社会に重きを置く気持ちが強い。また、

日本志向においては 400 万円未満と 400 ～

800 万円未満、1200 万円以上との間でも有意

年「国民生活基礎調査8」から、2017 年の 1

世帯当たりの平均所得金額は 551.6 万円、中

央値は 423 万円であることから、世帯収入は

400 万円未満・400 ～ 800 万円未満・800 ～

1200 万円未満・1200 万円以上の 4 グループ

に分類した。結果は、表 22 ～ 25 のとおりと

なった。400 万円未満と 800 ～ 1200 万円未

【表 19】

*=5％有意　**=1％有意

【表 18】

*=5％有意　**=1％有意
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中卒と大卒（院卒を含む）および高卒（高

専・専門学校を含む）と大卒（院卒を含む）

の間で差がみられ、両ペアとも後者の意識が

強い。院卒を含む大卒のグループは、自己よ

りも他者や社会への意識が高いようである。

日本志向と地方志向の意識は、3 つのグルー

プの全ての組合せで有意な差が検出された。

学歴が長くなればなるほど、日本そして地方

の生活様式や文化に重要性を感じていると言

えるだろう。

　さいごに、所属団体の有無と 5 つの消費意

識について、母平均の差の検定を行った。所

属団体とは、ロータリークラブ・ライオンズ

な差が検出された。すなわち、400 万円未満

のグループは、その他の全てのグループより

日本志向の意識が弱いようだ。地方志向につ

いては 400 万円未満と 1200 万円以上との間

でも有意な差がみられ、800 ～ 1200 万円未

満や 1200 万円以上のグループの方が 400 万

円未満のグループよりも自然豊かでエコな生

活様式を好んでいることがわかった。

　5 つの意識について学歴によって差がある

か一元配置分散分析を実施した結果は、表

26 ～ 30 にまとめられる。シェア志向以外 4

つの意識において、学歴によって有意な差が

みられた。社会志向と利他主義については、

【表 20】

*=5％有意　**=1％有意

【表 21】

*=5％有意　**=1％有意
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ということがわかった。

おわりに

　三浦（2012）の主張する消費意識の変容に

ついての 5 つの仮説のうち、検証されたのは

クラブ・ソロプチミスト・JC である。分析

結果は、表 31 のとおりとなった。社会志向・

利他主義・シェア志向・日本志向・地方志向

の 5 つの意識全てについて、上述の団体に所

属しているグループが所属していないグルー

プに比して値が高くなっており、意識が強い

【表 22】

**=1％有意

【表 23】

*=5％有意

【表 24】

*=5％有意



25第四の消費社会における消費意識についての一考察

性が低く出てしまったものもあり、その解決

策として質問の仕方に工夫をもたせたり、質

問数を増やすなどが考えられるため、本調査

【表 25】

*=5％有意　**=1％有意

【表 26】

**=1％有意

【表 27】

**=1％有意

仮説 4 の欧米志向から日本志向へと、仮説 5

の都会志向から地方志向への 2 つの意識変容

のみであった。これは、合成変数が内的整合

【表 28】

*=5％有意　**=1％有意



26 中京企業研究

１　http://group.dai-ichi-life.co.jp/dlri/ldi/

watching/wt1108.pdf を参照のこと。

２　https://www.meti.go.jp/statistics/tyo/

share_eco/result/gaiyo.pdf を参照のこと。

３　https://www.meti.go.jp/policy/mono_

info_service/mono/nichiyo-densan/

densan-seminar/R2densan.hojokin.pdf のｐ

4 を参照のこと。

４　h t t p s : / / w w w . s o u m u . g o . j p / m a i n _

content/000460085.pdf を参照のこと。

５　三浦（2012）p14。

６　三浦（2012）pp140-153。本論文では、ブラン

ド志向からシンプル・カジュアル志向への変

ではブラッシュアップに努めたい。

　今回の調査では、第四の消費社会の特徴と

される 5 つの消費意識に影響を与える要因に

ついて、探索的に分析を実施した。結果、世

帯収入や学歴、所属団体の有無によって差が

生じているようであることがわかった。本調

査では、これらの変数を用いて重回帰分析が

できるよう、理論的枠組みについても深化さ

せてゆきたい。

＊本研究は、2016 年度 中京大学特定研究助

成を受けたものである。感謝の意を表した

い。

【表 31】

**=1％有意

【表 29】

【表 30】

*=5％有意　**=1％有意

*=5％有意　**=1％有意



27第四の消費社会における消費意識についての一考察

化と物からサービスへの本格化、という 2 つ

の変化については取り扱っていない。前者は、

ブランド研究との関係から論じなくてはなら

ず、本論文の範疇を超えていると考えたため

である。また後者について、物からサービス

への移行は、消費者を被験者とする質問表調

査ではなく、二次データで観察可能であると

判断したためである。

７　https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files

? p a g e = 1 & l a y o u t = d a t a l i s t & t o u k

e i = 0 0 2 0 0 5 2 1 & t s t a t = 0 0 0 0 0 1 0 4 9 1 0 4 &

cycle=0&tclass1=000001049105&stat_

infid=000031594311&tclass2val=0 を参照のこ

と。

８　https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/

hw/k-tyosa/k-tyosa18/dl/03.pdf を 参 照 の

こと。
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